
令和７年度　歳出決算不用額性質別分析表　（款別総括）

款 名 不　用　額 不用率 ①事業実績減 ②事業未実施 ③人件費実績減 ④執行努力 ⑤契約差金 ⑥配当保留

1 議 会 費 17,423,727 2.7％ 9,193,587 960,000 5,252,923 0 2,017,217 0

2 総 務 費 1,975,750,532 8.6％ 675,596,119 282,132,347 241,606,474 132,528,649 643,886,943 0

3 民 生 費 3,943,043,119 5.6％ 3,183,814,733 94,704,882 275,161,814 2,234,276 387,127,414 0

4 衛 生 費 443,809,682 8.4％ 314,943,423 51,890,270 50,943,191 1,807,516 24,225,282 0

5 環 境 清 掃 費 287,471,013 5.9％ 235,535,696 1,777,462 41,710,052 1,968,028 6,479,775 0

6 産 業 経 済 費 253,735,107 8.4％ 218,616,847 1,244,720 24,836,533 42,000 8,995,007 0

7 土 木 費 3,459,658,105 17.1％ 2,685,757,554 597,107,080 23,555,921 137,970 153,099,580 0

8 教 育 費 1,425,703,415 10.6％ 625,498,619 18,907,186 314,174,539 15,157,196 451,965,875 0

9 公 債 費 4,058,191 0.2％ 4,058,191 0 0 0 0 0

10 諸 支 出 金 13,070,909 0.4％ 13,069,909 1,000 0 0 0 0

11 予 備 費 195,802,000 100.0％ 195,802,000 0 0 0 0 0

合 計 12,019,525,800 8.2％ 8,161,886,678 1,048,724,947 977,241,447 153,875,635 1,677,797,093 0

１　この表は、一般会計の歳出決算不用額について性質別に整理したものであり、「歳入歳出決算説明書」の内容を補完するものである。

２　「不用率」欄には、予算現額に対する不用額の比率がパーセントで表示してある。

３　不用額は、事業ごとに ①事業実績減、②事業未実施、③人件費実績減、④執行努力、⑤契約差金、及び⑥配当保留の６つの区分に分類してある。

　　なお、各事業の区分別の金額の合計は、当該事業の不用額の金額と一致する。

　①　事業実績減　……　予算計上した件数、回数、対象者数、個数、部数等の規模または単価が実際の執行において減じたことにより生じた予算の残額

　　　　　　　　　　　　国の制度に基づき計上している各特別会計への繰出金、対象者の規模や推移の傾向の精緻な把握が困難な扶助費など、円滑に事業を執行するうえで当初から

　　　　　　　　　　　ある程度幅を持たせて予算計上し、結果として残額が生じたもの等　

　②　事業未実施　……　事業の一部または全部を実施しなかったことにより生じた予算の残額

　　　　　　　　　　　　予算編成後における制度の変更や情勢の変化等により、予算計上どおりの事業執行に至らなかったもの等

　③　人件費実績減　…　職員の給料、職員手当、共済費等の職員人件費の残額

　④　執行努力　………　予算編成においては経費の節減に努めているが、執行段階においても所期の行政目的や行政効果を維持しつつ、さらなる経費節減を図るため、事業に改善、

　　　　　　　　　　　工夫を加えて実施した結果生じた予算の残額

　⑤　契約差金　………　各種契約の締結時に生じた予算額（契約予定価格）と契約金額との差額

　⑥　配当保留　………　経常的な経費のより一層の節減を図るほか、災害その他不測の事態に備えるため、配当の一部を保留された予算額

（単位：円）
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４　令和７年度決算不用額の概要について

　　令和７年度の一般会計歳出決算額は 134,056,661,200円であり、予算現額に対する不用額は 12,019,525,800円であった。

　　款別の不用額の概要については、以下のとおりである。

　　総務費では、標準準拠システムへの移行スケジュールの変更に伴うシステム運用管理費の実績減、職員用ＰＣをＧｏｖＴｅｃｈ東京で共同調達したことによる契約差金、都の補助

　を活用したことによる備蓄倉庫管理費の実績減が、不用額の主な要因となっている。　

　

　　民生費では、地域密着型サービス拠点等整備のための補助金の実績減、児童手当の延べ支払対象児童数の実績減、国の指針や基準に基づき予算計上している国民健康保険事業特別

　会計等への繰出金の実績減が、不用額の主な要因となっている。

　

　　衛生費では、各種予防接種の実績が当初の見込みを下回ったことや、標準準拠システムへの移行スケジュールの変更に伴うがん検診費の実績減が、不用額の主な要因となっている。

　　環境清掃費では、ごみの収集運搬経費及びプラスチック回収に係る経費が当初の見込みを下回ったことが、不用額の主な要因となっている。

　　産業経済費では、中小企業融資に係る信用保証料補助や利子補給、商店街活性化総合支援事業の各種補助の実績が当初の見込みを下回ったことが、不用額の主な要因となっている。

　　土木費では、西日暮里駅前地区市街地再開発事業の事業スケジュール変更による補助金及び負担金対象業務の実績減や、三河島駅前北地区市街地再開発事業の補助金について令和

　６年度の予算を令和７年度に繰り越して支出したことが、不用額の主な要因となっている。

　　教育費では、小学校及び中学校の施設整備における改修工事の契約差金、教育事業費における支援員（エデュケーション・アシスタント）の配置に係る契約差金が、不用額の主な

　要因となっている。
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